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技術検定制度の見直しの方向性

【現在の技術検定制度】

１
級
検
定

２
級
検
定

学科・実地 監理技術者

キャリアイメージ

実地不合格
→学科免除（２回）

卒
業

解消すべき課題
④２回連続で実地試験に不合格となった場合、
学科試験から受け直す者が大幅に減少

③資格取得によるキャリアステップの階層が少ない

⑤２級取得の有無や学歴等と、受験要件のバ
ランスは適切か
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学科

・早期受験
（17歳以上・実務経験無し）

・会場を拡大

主任技術者実地

実地不合格
→学科免除

学科のみ試験の創設
（早期受験化）

①将来の大量退職時代に備え、
入職促進の取組が不可欠

④２回連続で実地試験に不合格となった場合、
学科試験から受け直す者が大幅に減少

青字：最近の主な改正内容

⑧在学中に学科のみ受験が可能となった一方で、
選択種別と就職後の配置分野の不一致による弊害が発生

実務経験
（基準日の見直し等）

実務経験
（基準日の見直し等）

⑥不正行為を働いた場
合でも、資格取得者へ
の処分規定がない

②受験者数が減少傾向にあり、
合格者年齢も上昇

⑦学科試験不合格となった高校生
の卒業後の再受験者が低迷

２級取得者は
受験要件（実務経験）
を短縮

２級○○技士
（主任技術者）

１級○○技士
（監理技術者）
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⑥不正行為を働いた場
合でも、資格取得者へ
の処分規定がない

技術検定制度の見直しの方向性

【更なる見直しの方向性】

卒
業

２級○○技士補
（仮称）

１級○○技士補
（仮称）

学科

・早期受験
（17歳以上・実務経験無し）

・会場を拡大

・試験を年２回実施

１
級
検
定

２
級
検
定

主任技術者

学科 監理技術者

実地

実地

実地不合格
→学科免除 （条件の緩和）

学科のみ試験の創設
（早期受験化）

学科合格者への名称付与により、
実質的なキャリアステップを階層化

キャリアイメージ

青字：措置済み
赤字：今後検討
（うち、 は前回までに検討した項目）
（うち、 は今回検討する項目）

実務経験
（基準日の見直し等）

・更なる要件緩和

２級○○技
士補（仮称）

解消すべき課題
２回連続で実地試験に不合格となった場合、
学科試験から受け直す者が大幅に減少

２回連続で実地試験に不合格となった場合、
学科試験から受け直す者が大幅に減少

資格取得によるキャリアステップの階層が少なく、
技術者としての成長や、やりがいを感じにくい

将来の大量退職時代に備え、
入職促進の取組が不可欠

・学科のみ試験の創設
（早期受験化）

・種別区分の見直し（建築）

学科合格者への
名称（技士補（仮称））付与

２級取得の有無や学歴等と、受験要件の
バランスは適切か
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２級取得者は
受験要件（実務経験）
を短縮

⑧在学中に学科のみ受験が可能となった一方で、
選択種別と就職後の配置分野の不一致による弊害が発生

実地不合格
→学科免除 （条件の緩和）

１級○○技
士補（仮称）

実務経験
（基準日の見直し等）

・更なる要件緩和

⑦学科試験不合格となった高校生
の卒業後の再受験者が低迷

受験者数が減少傾向にあり、
合格者年齢も上昇

２級○○技士
（主任技術者）

１級○○技士
（監理技術者）

第１４回技術者制度検討会資料に一部加筆



891 914 839 696 666 598 458 363 304 264 219 233

2級合格者数

4,402

5.2% 8.4% 12.1%
15.0%

18.4% 21.5% 23.7% 25.1% 26.3% 27.4% 28.2% 28.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

受験者数 うち1級取得者 取得率（累計）

3,109 3,640 3,150 3,039 2,650 2,817 2,374 1,943 1,695 1,462 1,242 1,131

2級合格者数

16,983
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前回の質問事項について

（質問事項）２級技術検定を取得した者のうち、１級技術検定を取得している割合はどの程度か？

⇒ 2003年の２級取得者のうち、2015年までに１級を取得した割合は土木で約４割、建築で約３割

２級取得後の１級検定取得者数【土木】

※受験者には複数回受験者も含む 3

２級取得後の１級検定取得者数【建築】



〔受検に必要な実務経験年数〕

最終学歴等

１級技術検定 ※１ ２級技術検定

指定学科
指定学科
以外

学科試験

実地試験

指定学科
指定学科
以外

大学 3年 4年6ヶ月

条件なし
（１７歳以上）
※平成２８年度
から導入

1年 1年6ヶ月

短期大学、高等専門学校 5年 7年6ヶ月 2年 3年

高等学校 8年※２ 11年6ヶ月 3年 4年6ヶ月

中学校 15年 8年

《２級技術検定合格者》
2級合格後 3年 ※２

※今後、２級合格翌年に１級学科
試験の前倒し受験が可能となるよ
う制度改正を予定

－

※１： 実務経験の年数には、指導監督的実務経験年数１年以上が含まれていなければならない
※２： 「専任の監理技術者のもとの実務経験２年以上」を満たさない場合には、＋２年の実務経験が必要

実務経験要件の緩和について

〔建設業団体等の意見〕

・ 指定学科以外（普通科等）卒業の若手が技術者になるために必要な実務経験が長すぎる

・ 施工現場における実務経験は技術力向上の貴重な機会であり、これを軽視する制度であってはならない

〔２級学科試験（土木）受検者の最終学歴〕 （H27年度試験）

【論点】職業訓練受講について実務経験等として認めるべきか

（第８回検討会での議論）

・実務経験を代替するものとして、実作業の技能を習得できる職業訓練等について認めることを検討してはどうか。
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体裁修正

3,033

4,710

1,343
628 414 108

8,857

14,563

7,237

190
755

0

5,000

10,000

15,000

20,000

指定学科 指定学科

以外

指定学科 指定学科

以外

指定学科 指定学科

以外

指定学科 指定学科

以外

指定学科 指定学科

以外

大学 短大 高等専門学校

(5年制)

高等学校 中学校 各種学校・その他



現状整理（学校教育機関における専門学科の減少）

○工業高校の学科数は減少傾向となっており、３０年前に比べ学科数は約7割、学生数は約半数に減少。

出所）「文部科学統計要覧（文部科学省）」及び「人口推計（総務省）」から作成 5

工業高校の学科数・学生数 同世代人口に占める工業高校生の割合
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70.1%

65.2%

69.2%

70.8%

78.7%

84.2%

73.7%

78.7%

75.5%

79.0%

13.9%

16.1%

9.5%

15.1%

10.8%

6.4%

13.2%

10.3%

12.5%

11.1%

16.0%

18.7%

21.3%

14.2%

10.5%

9.4%

13.1%

11.0%

12.1%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年

2013年

2012年

2011年

2010年

2009年

2008年

2007年

2006年

2005年

転職入職者 新規学卒者以外 新規学卒者

○採用者のうち、約７～８割は転職者が占める（新規学卒者は１～２割程度、既学卒者が１～２割）。

○建設会社に転職した者の約半分は建設業以外の他産業から転職者。

出所） 雇用動向調査（厚生労働省）より

< 建設業への転職者の前職 >< 建設会社に採用された者の職歴 >

出所） 雇用動向調査（厚生労働省）より 6

現状整理（建設業界へ入職する転職者の状況）
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36.0%

25.2%

23.4%

23.0%

7.9%

0.9%

34.3%

28.0%

25.3%

25.5%

7.2%

1.2%

40.2%

24.0%

21.5%

21.1%

7.0%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

元請けが実施する訓練

公共教育訓練機関が実施する訓練

自分の会社が実施する訓練

業者団体等が実施する訓練

上記以外の会社が実施する訓練

その他

H20年調査

（N=2,805）

H17年調査

（N=2,932）

H14年調査

（N=3,731）

25.8%

16.1%

51.5%

15.9%

20.7%

25.1%

16.2%

22.1%

37.8%

43.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

休みが取りづらい

労働時間が他の職業に比べて長い

作業がきつい

作業環境が悪い

作業に危険が伴う

年齢の近い先輩が少ない

現場での先輩・後輩の人間関係が厳しい

労働に対して賃金が低い

技能・技術の修得に時間がかかる

（若年技能労働者の）職業意識が低い

■全体（N=1,037）

出所）建設業における雇用管理現状把握実態調査（H27年度、厚生労働省）

< 常用の若年技能労働者が定着していない理由（上位１０項目） >

○技能労働者の定着しない要因として、「技能・技術の習得に時間がかかる」等の技術的知識・経験に関する

理由が上がる場合も多く、技術者についても同様の要因が想定される。

○所属企業において実施する教育・訓練の機会として、公共の教育訓練を活用している場合も多い。

< 建設会社における教育・訓練の実施主体 >

出所） 建設技能労働者の就労状況等に関する調査（H21年度、国土交通省） 7

現状整理（若年入職者の教育・訓練について）



検討対象

建設会社

現在、卒業後の未就業期間や離職期間及び在職期間中の職業訓練期間は、技術検定の受検要件となる
実務経験年数に含むことができない。

学校
を卒業 建設工事に関

する職業訓練

建設業以外の業種に
就職又は未就業

技術検定
の受検

建設
会社

新卒未就業

実務経験の対象とならない期間

建設工事に関
する職業訓練

現
行

建設会社

学校
を卒業 建設工事に関

する職業訓練

建設業以外の業種に
就職又は未就業

技術検定
の受検

建設
会社

新卒未就業

建設工事に関
する職業訓練

検
討
（（案
）

実務経験 実務経験

実務経験 実務経験

職業訓練期間を実務経験としてみ
なすことで早期の受験が可能に実務経験の対象となる期間

実務経験とみなしてよいか

建設工事に関
する職業訓練

建設工事に関
する職業訓練

実務経験とみなしてよいか

実務経験要件緩和の方向性について

技術検定
の受検

8

検討の方向性（案）

職業訓練を活用した実務経験要件の緩和を進めることで、若年層の早期受検や業界への定着につなが
るのではないか。



（公共職業能力開発施設）

第十六条 国は、職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発促進センター及び障害者職業能力開

発校を設置し、都道府県は、職業能力開発校を設置する。 （以下、省略）

（職業訓練の基準）

第十九条 公共職業能力開発施設は、職業訓練の水準の維持向上のための基準として当該職業訓練の訓練課程ごとに

教科、訓練時間、設備その他の厚生労働省令で定める事項に関し厚生労働省令で定める基準（都道府県又は市町村が設

置する公共職業能力開発施設にあつては、当該都道府県又は市町村の条例で定める基準）に従い、普通職業訓練又は

高度職業訓練を行うものとする。 （以下、省略）

（教材）

第二十条 公共職業能力開発施設の行う普通職業訓練又は高度職業訓練（以下「公共職業訓練」という。）においては、厚生労働大臣の認定

を受けた教科書その他の教材を使用するように努めなければならない。

（技能照査）

第二十一条 公共職業能力開発施設の長は、公共職業訓練（長期間の訓練課程のものに限る。）を受ける者に対して、技能及びこれに関す

る知識の照査を行わなければならない。 （以下、省略）

（修了証書）

第二十二条 公共職業能力開発施設の長は、公共職業訓練を修了した者に対して、厚生労働省令で定めるところにより、修了証書を交付し

なければならない。

 「公共職業能力開発施設」は、職業能力開発促進法によって、国・都道府県により設置されるとともに、職業訓練の水準

の維持向上のための基準に基づいた訓練課程が定められている。

【国又は地方公共団体が設置する「公共職業能力開発施設」について】

9

職業訓練の法律上の位置づけ



区分 訓練課程 概要 訓練期間 受験要件 訓練内容

長
期
間
の
課
程

高度

職業

訓練

専門課程

高度の技能（専門的かつ応用的な技能を除く）及びこれに関する

知識を有する労働者となるために必要な基礎的な技能及びこれ

に関する知識を習得させるため

2年【～3年】 高等学校卒者（同等含む）

職能法

施行規則に

て具体的内

容を規定

応用課程

高度の技能で専門的かつ応用的なもの及びこれに関する知識を

有する労働者となるために必要な基礎的な技能及びこれに関す

る知識を習得させるため

2年【～4年】
専門課程の高度職業訓

練を終了した者

普通

職業

訓練

普通課程
多様な技能及びこれに関する知識を有する労働者となるために

必要な基礎的な技能及びこれに関する知識を習得させるため

高卒：

1年【～4年】

中卒：

2年【～4年】

中学校卒者（同等含む）

若しくは

高等学校卒者（同等含む）

短
期
間
の
課
程

高度

職業

訓練

専門短期

課程

高度の技能（専門的かつ応用的な技能を除く）及びこれに関する

知識を習得させるため

6ヶ月以下

【～1年】

なし

明確な規定

なし
応用短期

課題

高度の技能で専門的かつ応用的なもの及びこれに関する知識を

習得させるため
1年以下

普通

職業

訓練

短期課程
職業に必要な技能（高度の技能を除く）及びこれに関する知識を

習得させるために適切と認められるもの

6ヶ月以下

【～1年】

職能法

施行規則に

て具体的内

容を規定

職業能力開発促進法に基づく職業訓練の分類（施行規則に規定）

10

※【 】は訓練の対象となる技能及びこれに関する知識の内容、訓練の実施体制等によりこれにより難い場合の期間
※上記のほか、高度職業訓練として指導員訓練等を主体とした「特定専門課程」「特定応用課程」（いずれも長期）がある
※普通職業訓練には通信方法によっても行うことができる（添削指導、面接指導を併用）

職業訓練の概要



（年齢）

２２

２１

２０

１９

１８

１７

１６

１５

高
等
専
門
学
校 高等学校

高等専修
学校

中学校

短期
大学

大

学

大
学
院

専修学校
高等課程

専門学校
〔専修学校専門課程〕

うち

うち
「専門士」

「高度専門士」

職能法に基づく訓練

学校教育法に基づく学校と職業能力開発促進法に基づく訓練について

専
門
課
程

( 

２
年)

応
用
課
程

（
２
年

） 専門短期課程

主に就職前の学卒者が対象

普
通

課
程

（
2
年

未
満
）

短期課程

主に離職者・
在職者が対象

凡例 高度職業訓練

普通職業訓練

主に学卒者・
在職者が対象

就業者

11

※ほかに「特定専門課程」
「特定応用課程」がある

※

※

職業訓練の概要

普
通
課
程

（
２
年

）

応用短期課程



訓練科 訓練の対象となる技能及びこれに関

する知識の範囲

教科 訓練期間及び訓練時間

訓練系 専攻科

居住シス

テム系

建築科 訓練期間 ２年

訓練時間 総時間 ２８００時間

建築空間及び生活空間に関する企画、

設計及び施工に必要な基礎的な技能

及びこれに関する知識※

１ 学科

１ 建築概論、 ２ 情報工学概論、

３ 環境工学概論、 ４ 構造力学、

５ 建築計画基礎、 ６ 建築構法、

７ 建築材料基礎、 ８ 建築設備、

９ 仕様及び積算、１０ 生産工学、

１１ 安全衛生工学、１２ 関係法規

４２０時間

２ 実技

１ 基礎工学実験、 ２ 基礎製図、

３ 情報処理実習、 ４ 安全衛生作業法

２１５時間

建築に関する企画、設計及び施工に

おける技能及びこれに関する知識※

１ 学科

１ 建築計画、 ２ 建築構造、

３ 建築材料、 ４ 建築施工、

５ 建築測量、 ６ 建築構造力学

３１５時間

２ 実技

１ 建築材料実験、 ２ 建築設計実習、

３ 建築施工実習、 ４ 建築測量実習

４６５時間

高度職業訓練（専門課程）の内容例 （職業能力開発促進法施行規則 別表第６（第１２条関係） にて規定）

12※総訓練時間のうち、必須とされている内容

職業訓練課程の内容例



訓練科 訓練の対象となる技能及びこれに関

する知識の範囲

教科 訓練期間及び訓練時間

訓練系 専攻科

居住・建

築システ

ム技術

系

建築施

工シス

テム技

術科

訓練期間 ２年

訓練時間 総時間 ２８００時間

建築物の部分的な工事の施工計画の

作成及び施工管理における技能及び

これに関する知識※

１ 学科

１ 技術英語、 ２ 建築生産管理、

３ 経営管理、 ４ 企画開発、

５ 建築生産、 ６ 施工力学、

７ 施工管理、 ８ 建設環境、

９ 施工関係法規、 １０ 維持管理、

１１ 安全衛生管理

４５５時間

２ 実技

１ 施工法実習、 ２ 施工図書実習、

３ 施工管理実習、 ４ 施工管理応用実習、

５ 施工・施工管理実習、

６ 安全衛生管理実習

８４０時間

建築物の一連の施工計画の作成及び

施工管理における技能及びこれに関

する知識※

１ 施工・施工管理総合実習 ７００時間

高度職業訓練（応用課程）の内容例 （職業能力開発促進法施行規則 別表第７（第１４条関係） にて規定）

13※総訓練時間のうち、必須とされている内容

職業訓練課程の内容例



訓練科 訓練の対象となる技能及びこれに関す

る知識の範囲

教科 訓練期間及び訓練時間

訓練系 専攻科

土木系 土木施工科 訓練期間 １年

訓練時間 総時間 １４００時間

一般的な土木工事及び土木施工のための

測量における基礎的な技能及びこれに関

する知識※

１ 学科

１ 土木工学概論、 ２ 測量学概論、

３ 建設工学概論、 ４ 応用力学及び土質工学、

５ 製図、 ６ 安全衛生

２５０時間

２ 実技

１ 測量基本実習、 ２ 安全衛生作業法

１５０時間

土木工事の施工計画の立案及び施工管

理における技能及びこれに関する知識※

１ 学科

１ 機械及び電気、 ２ 土木設計、

３ 材料、 ４ 土木施工法、 ５ 関係法規

２００時間

２ 実技

１ 測量実習、 ２ 土木施工実習

３００時間

普通職業訓練（普通課程）の内容例 （職業能力開発促進法施行規則 別表第２（第１０条関係） にて規定）

14※総訓練時間のうち、必須とされている内容

職業訓練課程の内容例



訓練科 訓練の対象となる技能及びこれに関す

る知識の範囲

教科 訓練期間及び訓練時間

建設科 訓練期間 六月

訓練時間 総時間 ７００時間

鉄筋コンクリートく体工事の型枠工作、鉄

筋工作、配筋及びコンクリート打設におけ

る技能及びこれに関する知識

１ 学科

１ 建築構造、 ２ 材料、 ３ 製図、

４ 工作法及び施工法（型枠工作法、鉄筋工作法、

配筋法及びコンクリート施工法のうち必要とする

もの）、

５ 安全衛生、 ６ 関係法規

１００時間

２ 実技

１ 器工具使用法、 ２ 機械操作実習、

３ 工作及び施工実習（型枠工作、鉄筋工作、配筋

及びコンクリート打設のうち必要とするもの）、

４ 安全衛生作業法

６００時間

普通職業訓練（短期課程）の内容例 （職業能力開発促進法施行規則 別表第４（第１１条関係） にて規定）

15

職業訓練課程の内容例



（都道府県知事による職業訓練の認定）

第二十四条 都道府県知事は、事業主等の申請に基づき、当該事業主等の行う職業訓練について、第十九条第一項の

厚生労働省令で定める基準に適合するものであることの認定をすることができる。（以下、省略）

（事業主等の設置する職業訓練施設）

第二十五条 認定職業訓練を行う事業主等は、厚生労働省令で定めるところにより、職業訓練施設として職業能力開発

校、職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校又は職業能力開発促進センターを設置することができる。

（準用）

第二十六条の二 第二十条から第二十二条までの規定は、認定職業訓練について準用する。この場合において、第二十一条第一項及び第

二十二条中「公共職業能力開発施設の長」とあるのは、「認定職業訓練を行う事業主等」と読み替えるものとする。

 事業主等が設置する「認定職業訓練施設」での訓練は、都道府県知事が厚生労働省令の基準に適合した

ものとして認定している。

【事業主等が設置する「認定職業訓練施設」について】

16

職業訓練の法律上の位置づけ



訓練の
区分

受講
要件

期
間
注

施設区分

公共職業能力開発施設 【国、県、市が設置】
（開発総合大学校、開発大学校、

開発短期大学校、開発校、開発促進センター）

認定職業訓練施設 【事業主等が設置】

（開発大学校、開発短期大学校、
開発校、開発促進センター）

長
期
間
の
課
程

高度
職業
訓練

高卒者
２
年

学卒者が中心
※２年制の専門課程終了後、
２年制の応用課程へ進学が可能

－

普通
職業
訓練

高卒者

若しくは

中卒者

２
年

学卒者が中心

２
年

未
満

学卒者が中心 在職者が中心

短
期
間
の
課
程

高度
職業
訓練

－

１
年

以
下 在職者が中心 ※内容・対象者は様々

普通
職業
訓練

６
ヶ
月
以
下

離職者が中心 在職者が中心 （数日～数ヶ月）

多摩職業能力開発センター「住宅ﾘﾌｫｰﾑ科」の例 富士教育訓練センター「土木施工管理基礎」の例
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現在の扱い
施設から申請があれば個別に審査

し、一部については大学・短大（指
定学科）と同等と認定

※受講者は高卒者以上が前提

現在の扱い
実務経験として認めていない（個別審
査も実施していない）

論点①
関連する訓練科について、
より広く認めることとしてはどうか

論点②
関連する訓練科について、
訓練期間を実務経験として認め
ることとしてはどうか

関東職業能力開発大学校
「建築施工システム技術科」の例

※各施設HPより作成

職業訓練を活用した実務経験要件の緩和について

多摩職業能力開発センター「電気工事科」の例
※会社で勤務しつつ、週に何日間か訓練する
場合が多い

注：在職者訓練については実訓練期間（規定カリキュラムの時間数）で整理



（現在の個別認定の内容）
長期間の訓練課程（専門課程又は普通課程）修了 ⇒ 短大（指定学科）と同等の扱い
長期間の訓練課程（応用課程）修了 ⇒ 大学（指定学科）と同等の扱い

＜専門課程（２年間）＞

（受講要件）高校卒業者

（訓練内容）１年次：基礎的な理論と基本的な技能・技術を一体的に習得する。
２年次：高度な理論と技能・技術を習得し、生産現場に必要な実践力を身につける。

＜応用課程（２年間）＞ ※専門課程を含めると４年間

（受講要件）専門課程修了生

（訓練内容）１年次：専門分野の技能・技術を深めつつ、関連技能・技術を習得し、それらを活用する応用力を身につける。
２年次：現場に密着した企画開発から製作までの創造的・実践的な能力を身につける。

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構ＨＰを基に作成

短大
（指定学科）
相当

大学
（指定学科）
相当

職業訓練大学校の訓練スキーム

論点①
現在、個別認定している２年以上の長期間の訓練課程について、より広く認めることとしてはどうか

【他資格等における職業訓練制度の活用事例】
・建築士試験の受験資格では、高度職業訓練の長期課程を、規定された科目を修めて卒業した者については、大卒又は短大
卒相当の扱いとしている
・国家公務員試験の受験資格や採用時の給与において、高度職業訓練の長期課程修了者を、大卒又は短大卒相当の扱いと
している

※現在の認定数：１０３コース

職業訓練を活用した実務経験要件の緩和について

18

内容を審査

方向性（案）

・高度職業訓練（専門課程・応用課程）については、関連する訓練科を指定したうえで、より広く認めることとしては
どうか（当該訓練課程の修了生は大学・短大（指定学科）と認定 ）
※なお、２年以上の普通職業訓練（普通課程）については、引き続き個別認定を実施



公共職業能力開発施設
（国又は地方公共団体が設置）

認定職業訓練施設

公益法人等が設置
（職業能力開発協会、職業訓練協会、
中小企業共同組合、労働組合等）

民間企業が設置

カリキュラムの内容・
期間について、要件
基準が定められてい
るもの

要件基準が定められ
ていないもの

高い 低い中立性・公平性

（方針③）
所属企業等に関する制
約が無い等、公平性のあ
るものについては、方針
①、②と同様としてはどう
か

（方針②）
施設からの申請があれば個別に審査し、認定することとしては
どうか

高い

低い

内容の
厳格性

認定の考え方（案）

（方針①）
関連する訓練科を指定したうえで、その訓練期間を実務経験と
して認めることとしてはどうか

※但し、会社で勤務しながらの受講は受講日数を基に期間を算定

19

論点②

現在、実務経験として認めていない２年未満の短期間の訓練課程についても、訓練期間を実務経験として認め
ることとしてはどうか。

職業訓練を活用した実務経験要件の緩和について

※現在の技術検定の受検要件における実務経験年数には、入社後の研修期間等については認めていない。

方向性（案）

・下記のような方針をもとに、関連する訓練科のうち一定の基準を満たすものは、訓練期間を実務経験として認めるこ
ととしてはどうか。



20

職業訓練を活用した実務経験要件の緩和について

施工管理実務に資する訓練内容であるかを、下記項目について審査

○実務経験として認める検定種目に対応した業種に関する訓練であるか

○現場の施工実務や施工管理に関する内容が一定程度含まれているか

○座学のみではなく、実際の施工を想定した実地訓練が一定程度含まれているか

実務経験と同等と認定する場合の審査項目（案）

現在、大学・短大・高校等の指定学科の認定基準を踏襲し、施工管理に関する総合的な知識・経験に資する訓練内容

であるかを、下記項目について審査

○数学・物理、情報処理等の「工学基礎」に関する内容が一定程度含まれているか

○各専門の基礎工学・力学等の「専門基礎」に関する内容が一定程度含まれているか

○各専門の工学、計画・設計等の「専門応用力」に関する内容が一定程度含まれているか

指定学科と同等と認定する場合の審査項目（案）

方向性（案）

・指定学科又は実務経験と同等と扱う訓練科の指定、認定にあたっては、それぞれ下記のような項目について審査する
こととしてはどうか。



見直しのイメージ 指定学科以外の高校を卒業後、建設会社に就職し、技術検定の２級を受験する場合の例

卒業

受
験
可

訓練※（２年）

２年半短縮

21

卒業後に２年以上の訓練課程※

を受講したケース 必要な実務経験（4年6ヶ月）

必要な実務経験（2年）
受
験
可

現行：訓練受講によるメリット無し （一部のみ認定）

見直し後：学校教育（大卒・短大卒）指定学科卒と同等とする
※下記は短大と同等の例

卒業後に２年未満の訓練課程※

受講したケース

受
験
可

１年短縮

必要な実務経験（4年6ヶ月）

必要な実務経験（3年6ヶ月）
受
験
可

現行：訓練受講によるメリット無し

見直し後：訓練期間を実務経験年数と認定

※受験する検定種別の内容に関連するものとして指定された課程

訓練※（１年）

卒業後に建設会社就職し、
在職中に個別認定を受けた
訓練課程（２ヶ月）を受講したケース

受
験
可

2ヶ月短縮

必要な実務経験（4年6ヶ月）

必要な実務経験（4年4ヶ月）
受
験
可

現行：訓練受講によるメリット無し

見直し後：個別認定された訓練については実務経験年数と認定

訓練※

（2ヶ月）

就職

就職

就職

大学・短大（指定学科）
と同等とみなす

実務経験として認める

実務経験として認める

訓練※（２年）

訓練※（１年）

訓練※

（2ヶ月）

職業訓練を活用した実務経験要件の緩和について


